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第１ 趣旨 

土地改良区は、農業水利施設の管理や農業生産基盤の整備を通じた農用地の利用

集積を推進する中心的役割を担う団体であり、その機能と役割が十分発揮されるこ

とが期待されている。 

しかしながら、土地改良区は、未だ規模が小さく専任職員を配置できない地区も

半数程度存在することから、引き続き、全ての土地改良区において、職員を配置で

きるように統合再編を促進するとともに、農業・農村の構造の変化や組合員のコス

ト意識の高まり等に対応するため、事業運営の透明化やガバナンスの強化を推進す

ることにより、組織運営基盤の強化を図ることが必要である。 

また、土地持ち非農家の増加、農業者の高齢化、地域の営農形態の多様化等に対

応するため、農業水利施設の計画的かつ効率的な保全管理、所有者の所在が不明な

ものを含む農用地の利用集積への対応等の技術向上等による事業実施体制の強化を

図ることが必要である。 

このため、土地改良区自らが主体的に将来の在り方を検討するなどの地域の自助

努力を促しつつ、本事業により、土地改良区の施設・財務管理の強化、受益農地管

理の強化、統合整備の推進、研修・人材育成等の土地改良区の体制強化対策を実施

する。 

 

第２ 事業の内容 

１ 施設・財務管理強化対策 

施設・財務管理強化対策は、土地改良施設の円滑かつ適切な管理及び土地改良区

の事業運営の透明化やガバナンスの強化を図るため、土地改良施設の診断・管理指

導を行うとともに、土地改良施設の管理等に関する苦情・紛争等の対策及び財務管

理強化に関する指導等を実施するものとする。 

２ 受益農地管理強化対策 

受益農地管理強化対策は、換地事務の適正かつ円滑な推進等により、農地整備事

業の効果が十全に発揮され、農地の効率的利用が図られるよう、換地事務に関する

指導並びに土地改良換地に関する異議紛争の未然防止及び早期解決を図るための助

言・指導を行うとともに、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積の推進

を図るための農地利用集積に関する指導を実施するほか、所有者不明農地等の解消

を図るための助言・指導等を実施するものとする。 
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３ 統合整備強化対策 

統合整備強化対策は、効率的・効果的に土地改良区の組織運営基盤の強化が図ら

れるよう、合併、土地改良区連合の設立（所属土地改良区の数の増加を含む。以下

同じ。）、合同事務所の設置等を推進するとともに、都道府県による統合整備重点

指導地区に対する指導を行うことで、土地改良施設の維持管理体制の再編整備を図

るものとする。 

４ 研修・人材育成 

土地改良区の組織運営基盤や事業実施体制の強化を図るため、土地改良区の役職

員等の資質向上のための研修等を実施するものとする。 

５ 特定被災土地改良区復興支援対策 

特定大規模災害等（大規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55号）

第２条第９号に規定する特定大規模災害等をいう。以下同じ。）によって被災した

土地改良区の業務運営体制の再構築を図るため、業務書類・機器等の復旧に対する

支援を行うものとする。 

６ 複式簿記導入促進対策 

土地改良区における複式簿記会計の導入を促進するため、土地改良区の会計基準

に対応した会計ソフトの開発を行うものとする。 

 

第３ 施設・財務管理強化対策 

都道府県土地改良事業団体連合会（以下「地方連合会」という。）は、管内の実

情に応じて、次の２から５まで及び第６の２の（３）に掲げる事業を行う場合にお

いては１の委員会を設置するものとする。 

なお、２の事業については、土地改良施設維持管理適正化事業（土地改良施設維

持管理適正化事業実施要綱（昭和52年４月20日付け52構改Ｂ第600号農林事務次官依

命通知）第１に規定するものをいう。）を実施する地方連合会にあっては、必ず行

うものとする。 

１ 管理運営体制強化委員会の設置 

（１）地方連合会は、国、都道府県及び株式会社日本政策金融公庫（沖縄県にあっては

沖縄振興開発金融公庫。）の職員、地方連合会及び土地改良区等の役職員、学識

経験者その他必要な者をもって構成する管理運営体制強化委員会を設置するもの

とする。 

（２）管理運営体制強化委員会は、地方連合会が行う施設・財務管理強化対策及び研

修・人材育成（第６の２の（３）に掲げるものに限る。）の内容の検討を行うも

のとする。 

２ 土地改良施設の診断・管理指導の実施 

（１）地方連合会は、土地改良施設の診断・管理指導等を行う地方連合会の職員（以下

「管理専門指導員」という。）を配置するものとする。 

（２）管理専門指導員は、土地改良施設の点検、整備、操作等土地改良施設の管理に関

する専門技術的な診断・管理指導及び業務遂行上必要な調査等を行うものとす

る。 

３ 土地改良施設の管理等に関する苦情・紛争等の対策 

（１）土地改良相談業務事業の実施 

地方連合会は、土地改良関係法令等に精通した地方連合会の職員及び学識経験者

を相談指導員として配置し、土地改良区等からの相談に対応するものとする。 

（２）苦情・紛争対策専門家の委嘱 

地方連合会は、近年の複雑化・高度化する相談等に対応するため、法律及び会計

業務等に関する専門家に相談業務を委嘱するものとする。 
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４ 財務管理強化に関する指導等 

地方連合会は、土地改良区等の財務状況の明確化・透明化を図るため、土地改良

区等の複式簿記会計の有効活用、指導監査（土地改良法施行規則（昭和24年農林省

令第75号）第21条の４第３号に規定する指導をいう。以下同じ。）の導入、非補助

土地改良事業（非補助土地改良事業資金融通事務処理要領（昭和40年10月15日付け

40農地Ｂ第3274号農林省農地局長通知）第２に定める事業のうち、国の補助の対象

とならない事業をいう。）の推進活動及びその他の会計経理の課題の解消（以下

「財務管理強化」という。）に関する次に掲げる事項を実施する。 

なお、実施に当たっては、必要に応じ、会計指導員（第６の１の（３）に掲げる

会計指導員をいう。）を活用するものとする。 

（１）複式簿記会計に関する巡回指導 

１の管理運営体制強化委員会で策定した複式簿記会計指導計画に基づき、土地改

良区等に対し、巡回指導を行うものとする。 

（２）財務管理強化相談業務 

財務管理強化について、土地改良区等からの相談に対応するための窓口を設置す

るものとする。 

（３）会計の専門家の配置 

（１）の複式簿記会計に関する巡回指導又は（２）の財務管理強化相談業務（複

式簿記会計の有効活用に関するものに限る。）の実施に当たっては、地方連合会に

税理士等の会計の専門家を配置するものとする。 

（４）非補助土地改良事業推進支援 

ア 非補助土地改良事業推進計画の策定 

非補助土地改良事業の推進活動を計画的かつ効率的に行うための活動計画を策

定するものとする。 

イ 推進指導活動の実施 

土地改良区等の非補助土地改良事業の実施主体に対し、非補助土地改良事業制

度に関する知識の醸成を図るため、現地における推進指導を行うものとする。 

５ 土地改良区再編促進モデル事業 

地方連合会は、土地改良区の会計事務処理体制の構築及び財務管理の強化を図る

ため、次に掲げる事項を実施する。 

（１）事務連合早期設立支援モデル構築 

地区面積が原則300ヘクタール未満の土地改良区（以下「小規模土地改良区」と

いう。）が、都道府県の区域ごとに会計事務を共同で行う土地改良区連合を設立

し、小規模土地改良区の業務継続を支援するモデルを確立するものとする。 

（２）市町村単位での合併モデル構築 

同一市町村内で隣接する小規模土地改良区の合併に向けた合意形成を行うため、

関係土地改良区、関係団体等により構成される協議会を設置し、合併の合意形成を

図るモデルを確立するものとする。 

 

第４ 受益農地管理強化対策 

１ 公募団体が行う受益農地管理強化対策 

農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」という。）が別に定める公募要

領に基づき選定された団体（以下「公募団体」という。）は、所有者不明農地等が

存在することにより換地業務又は土地改良事業の実施に支障が生じている地区にお

いて、円滑かつ適正な換地処分及び土地改良区の受益地内における所有者不明農地

等の解消を図るため、財産管理制度等（民法（明治29年法律第89号）第25条に基づ

く不在者財産管理制度、同法第262条の２に基づく所在等不明共有者の持分の取得、
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同法第262条の３に基づく所在等不明共有者の持分の譲渡、同法第264条の２から第

264条の７までに基づく所有者不明土地管理制度（以下「所有者不明土地管理制度」

という。）及び同法第952条に基づく相続財産管理制度をいう。）の活用推進を目的

として、当該制度利用の実態調査及び制度活用に向けた助言等を内容とする財産管

理制度等活用推進対策を行うものとする。 

２ 地方連合会が行う受益農地管理強化対策 

地方連合会は、次に掲げる対策を実施するものとする。なお、この対策又は第６

の２の（４）の換地等技術向上研修を行う場合においては、（１）の受益農地管理

強化委員会を設置するものとする。 

（１）受益農地管理強化委員会の設置 

ア 国及び都道府県の職員、換地事務を自ら又は委託を受けて実施する市町村、土

地改良区及び農業協同組合等の役職員並びに土地改良換地士の代表者等をもって

構成する受益農地管理強化委員会（以下「管理強化委員会」という。）を設置す

るものとする。 

イ 管理強化委員会は、地方連合会が行う（２）から（５）及び第６の２の（４）

の換地等技術向上研修の実施計画の策定及び内容の検討を行うものとする。 

（２）換地選定に関する指導 

換地を伴う土地改良事業の事業主体に対し、新たに換地事務を行う地区の換地選

定に関する事務の指導を行うものとする。 

（３）換地処分未了地区等の解消に関する指導 

事業完了予定年度を越えているにもかかわらず換地処分が行われていない地区又

はそのおそれのある地区（以下「換地処分未了地区等」という。）について、早期

の換地処分に資するため、次の支援を行うものとする。 

ア 換地処分未了地区等の実態把握 

イ 換地処分未了地区等における換地処分促進の検討と指導方針の策定 

ウ 換地処分未了地区等に対する指導等 

（４）財産管理制度等の活用に関する指導 

所有者不明農地等が存在することにより換地業務又は土地改良事業の実施に支障

が生じており、早期の換地処分又は土地改良区の受益地内における所有者不明農地

等の解消のために財産管理制度等の活用が有効とされる地区等を対象に、制度活用

に向けた具体的な活用方針の検討や指導等を行うものとする。 

（５）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導 

ア 交換分合推進対策 

交換分合を実施又は予定している事業主体等に対し、必要な助言・指導を行う

ものとする。 

イ 農用地利用集積推進対策 

（ア）農用地利用集積推進対策会議を設置し、農地整備等基盤整備事業が完了した

地区において土地改良区等が行う農用地の利用集積活動に対する指導等の検討

を行うものとする。 

（イ）（ア）の検討に基づき、土地改良区等に対して農用地の利用集積に関する技

術的指導を行うものとする。 

３ 土地改良区が行う受益農地管理強化対策 

土地改良区は、受益地内に所有者不明農地等が存在することにより土地改良事業

の実施に支障が生じている場合において、所有者不明農地等の解消を図るため、民

法第262条の２に基づく所在等不明共有者の持分の取得、同法第262条の３に基づく

所在等不明共有者の持分の譲渡及び所有者不明土地管理制度の活用に向けた取組を

行うものとする。 
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第５ 統合整備強化対策 

１ 土地改良区、市町村又は地方連合会（市町村又は地方連合会は（３）に限る。）が

行う統合再編整備事業 

（１）統合整備 

都道府県は、都道府県が策定している管内の土地改良区の統合整備に関する基本

計画（以下「統合整備基本計画」という。）や土地改良区が策定している統合整備

強化に関する計画（以下「統合整備強化計画」という。）等に即して、統合整備を

推進するものとする。 

ア 合併、土地改良区連合の設立及び合同事務所の設置促進に当たっての基本的な

考え方 

（ア）合併 

その事業相互間に相当の関連性がある土地改良区については、それらの地

区が水系等により定められている場合には水系等の単位に、その他の場合には

おおむね市町村等の行政区分の単位に、それらの合併を推進するものとする。 

（イ）土地改良区連合の設立 

合併が困難である土地改良区であって、土地改良区連合の設立により所属

土地改良区が行う土地改良事業、当該事業に附帯する事業又は事務の効率化・

コスト削減を図ることができるものについては、水系等の単位又は市町村等の

行政区分の単位に土地改良区連合の設立を推進するものとする。 

（ウ）合同事務所の設置 

合併又は土地改良区連合の設立が困難である土地改良区であって、合同事

務所の設置により事務の合理化を図ることができるものについては、おおむね

市町村等の行政区分の単位にそれらの合同事務所の設置を推進するものとす

る。  

イ 統合整備の推進 

都道府県知事は、土地改良区及び土地改良区連合（以下（１）において「土地

改良区等」という。）のうち、統合整備基本計画等に基づき統合整備を必要とす

る土地改良区等であって、当該計画の達成のため特に重点的に指導を必要とし、

かつ、極めて広域にわたるもの（以下「Ⅰ型地区」という。）、Ⅰ型地区に準じ

て広域にわたるもの（以下「Ⅱ型地区」という。）及びそれ以外のもの（以下

「Ⅲ型地区」という。）に区分し統合整備を推進するものとする。 

ウ 統合整備の実施 

（ア）統合整備協議会の開催 

ａ 土地改良区等は、Ⅰ型地区、Ⅱ型地区又はⅢ型地区の統合整備を図るため

の統合整備協議会（以下「協議会」という。）を開催するものとする。 

ｂ 協議会は、その地区の統合整備について協議し、関係土地改良区等が共同

して樹立する統合整備計画について検討を行うものとする。 

（イ）統合整備の区分等            

ａ 実施基準 

（ａ）Ⅰ型地区  

Ⅰ型地区は次の要件に適合するよう努めなければならない。 

① 運営基盤強化のため、統合整備を行うことにより、市町村との連携強

化を図るとともに、土地改良事業の計画的推進、維持管理の合理化又は

運営経費の節減を図るものであること。 

② 合併後の土地改良区の地区面積又は土地改良区連合の所属土地改良区

の総地区面積（以下「統合整備後の土地改良区等の地区面積」とい

う。）がおおむね3,000ヘクタール以上であり、統合整備基本計画等を
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達成するために、重点的に合併又は土地改良区連合の設立を推進する必

要があると認められるものであること。 

③ 合併にあっては、合併後の役員の定数を、原則として、一定期間（吸

収合併にあっては残任期間、新設合併にあってはおおむね３年間）経過

後は別記１の基準に適合させること。 

④ 合併関係土地改良区の数又は土地改良区連合の所属土地改良区の数が

４地区以上であること。 

ただし、合併関係土地改良区の数又は土地改良区連合の所属土地改良

区の数が３地区以下の場合であっても、そのうち２地区以上の地区面積

が各々おおむね1,000ヘクタール以上である場合は実施できるものとす

る。 

（ｂ）Ⅱ型地区 

Ⅱ型地区は次の要件に適合するよう努めなければならない。   

① （ａ）の①及び③に掲げる要件。 

② 統合整備後の土地改良区等の地区面積がおおむね1,000ヘクタール以

上であり、統合整備基本計画等を達成するために、重点的に合併又は土

地改良区連合の設立を推進する必要があると認められるものであるこ

と。 

（ｃ）Ⅲ型地区 

Ⅲ型地区は次の要件に適合するよう努めなければならない。 

① （ａ）の①に掲げる要件。 

② 合併又は土地改良区連合の設立を行う地区にあっては、統合整備後の

土地改良区等の地区面積がおおむね300ヘクタール以上又は市町村等の

行政区分の単位となること。 

③ 合併にあっては、合併後の役員の定数を、原則として、一定期間（吸

収合併にあっては残任期間、新設合併にあってはおおむね２年間）経過

後は別記１の基準に適合させること。 

④ 合同事務所を設置する地区にあっては、合同事務所を設置する土地改

良区の総地区面積がおおむね300ヘクタール以上又は市町村等の行政区

分の単位となる区域内の全土地改良区が合同事務所を設置するものであ

り、関係土地改良区の業務運営が合理化・簡素化すること。 

ｂ 実施手続 

（ａ）統合整備を実施しようとする土地改良区等は、農村振興局長が別に定め

るところにより都道府県知事の承認を受けるものとする。 

（ｂ）都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地方農政局

長（北海道にあっては農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合

事務局長。以下同じ。）と協議するものとする。 

（ｃ）地方農政局長は、（ｂ）の協議を受けたときは、統合整備基本計画等に

おける位置付け、統合整備の実施の可能性、必要性等を考慮するものと

する。 

（２）管理再編整備 

土地改良区は、集落管理組織機能の低下、農業用用排水路ごとの農業用水の過不

足等の状況を踏まえた適正な管理又は中山間地域等の条件不利地域であって施設管

理組織が形成されていない地域における地域農業の振興を図るため、土地改良施設

の維持管理体制の再編整備を行うものとする。 

ア 管理再編整備を実施しようとする土地改良区は、地区面積がおおむね300ヘク

タール以上又は市町村等の行政区分の単位の土地改良区であるものとする。 

イ アに該当する土地改良区で管理再編整備を実施しようとする土地改良区は、農
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村振興局長が別に定めるところにより、都道府県知事の承認を受けるものとす

る。 

ウ 都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地方農政局長と協

議するものとする。 

エ 地方農政局長は、ウの協議に当たっては、承認を受けようとする土地改良区に

おける、土地改良施設の管理状況、集落管理組織の活動状況及び統合整備強化計

画の策定状況等を考慮するものとする。 

（３）土地利用再編整備 

中山間地域等の条件不利地域であって、土地利用の変化に伴い土地改良区の業務

再編が必要となる場合に、土地改良施設の維持管理体制の再編整備を行うものとす

る。 

ア 土地利用再編整備の対象とする土地改良区は、地区面積がおおむね300ヘクタ

ール未満の土地改良区であるものとする。 

イ アに該当する土地改良区で土地利用再編整備を実施しようとする土地改良区、

市町村又は地方連合会は、農村振興局長が別に定めるところにより、都道府県知

事の承認を受けるものとする。 

ウ 都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地方農政局長と協

議するものとする。 

エ 地方農政局長は、ウの協議に当たっては、承認を受けようとする土地改良区に

おける土地利用状況、土地改良施設の管理状況、集落管理組織の活動状況等を考

慮するものとする。 

２ 都道府県が行う統合整備重点指導地区に対する指導 

都道府県は、統合整備基本計画等に基づき統合整備を必要とする土地改良区であ

って、協議会の設立に至っていないもののうち、統合整備基本計画等の達成のため

特に重点的に指導を必要とするもの（以下「統合整備重点指導地区」という。）に

対し、次により指導を行うものとする。 

（１）統合整備推進委員会の設置 

ア 都道府県は、統合整備重点指導地区の統合整備を推進するため、統合整備推進

委員会を設置するものとする。 

イ 統合整備推進委員会は、統合整備重点指導地区の課題、推進方策について検討

し、これをとりまとめ、統合整備推進計画を策定するものとする。 

（２）都道府県による指導 

都道府県は、統合整備推進委員会における検討状況を踏まえ、統合整備重点指導

地区に対し、統合整備の推進のための指導・助言を行うものとする。 

（３）実施手続 

ア 都道府県知事は、統合整備重点指導地区を選定するに当たっては、農村振興局

長が別に定めるところにより、あらかじめ地方農政局長と協議するものとする。 

イ 地方農政局長は、アの協議を受けたときは、統合整備基本計画等における位置

付け、統合整備の実施の可能性、必要性等を考慮するものとする。 

 

第６ 研修・人材育成 

１ 公募団体が行う研修・人材育成 

公募団体は、次に掲げる研修等を行うものとする。 

（１）統合整備推進研修 

土地改良区の統合整備を推進するリーダーの育成を図るための研修を行うものと

する。 

（２）施設管理研修 

ア 土地改良施設の診断・管理指導等を行う管理専門指導員等の資質向上を図るた
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めの研修を行うものとする。 

イ 土地改良施設の診断・管理指導等に基づき実施される整備補修について、先進

技術の導入やコスト低減等の整備補修事例による技術の共有化を図るため土地改

良施設の整備補修事例検討会を行うものとする。 

ウ 農業水利施設を活用した小水力等発電導入の取組を推進するため、土地改良区

及び土地改良区連合に対し最新の知見に基づき指導する技術者や維持管理及び会

計運営に携わる技術者の育成を図るための研修等を行うものとする。 

（３）会計指導員育成研修 

第３の４の（１）の複式簿記会計に関する巡回指導、第３の４の（２）の財務管

理強化相談業務及び土地改良区等の指導監査を行う会計指導員を育成するため、地

方連合会職員並びに土地改良区等及び国・地方公共団体の土地改良事業に係る業務

経験者等を対象とした研修を実施する。 

（４）換地関係異議紛争処理実務研修 

土地改良換地に関する異議紛争の未然防止及び早期解決を図るため、既往の異議

紛争事例等を活用し、異議紛争等の解決を促進する研修を実施するとともに、地方

連合会が行う換地処分未了地区等の解消に関する指導に対する助言等を行うものと

する。 

２ 地方連合会が行う研修・人材育成 

地方連合会は、次に掲げる研修を行うものとする。 

（１）技術実践向上研修 

ア 土地改良区の役職員等の技術力向上のための研修を行うものとする。 

イ アの研修を実施しようとする地方連合会は、農村振興局長が別に定めるところ

により都道府県知事の承認を受けるものとする。 

ウ 都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地方農政局長と協

議するものとする。 

なお、地方農政局長は、この協議を受けたときは、次に掲げる事項を考慮する

ものとする。 

（ア）農業農村整備事業に関する技術実践向上研修を行うことにより、土地改良区

の役職員等の技術力の向上に効果が見込まれること。 

（イ）技術実践向上研修は、国、地方公共団体等との連携により行われるものであ

ること。 

（２）基幹水利施設保全管理技術向上研修 

ア 基幹水利施設の管理者に対し、技術の習得をさせるための現地指導等を行うも

のとする。 

イ アの研修を実施しようとする地方連合会は、農村振興局長が別に定めるところ

により都道府県知事の承認を受けるものとする。 

ウ 都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地方農政局長と協

議するものとする。 

なお、協議に当たっては、次に掲げる事項を考慮するものとする。 

（ア）農業農村整備事業に関する基幹水利施設保全管理技術向上研修を行うことに

より、施設管理者の技術力の向上が見込まれること。 

（イ）現地において指導及び技術補助を行う対象施設が、農村振興局長が別に定め

る基準に合致するものであること。 

（３）監査実務等向上研修 

土地改良区等の内部けん制機能及び運営基盤の強化を図るため、土地改良区等の

役職員等を対象とした監査・内部点検の実務及び非補助土地改良事業の活用実務に

関する研修を実施する。 
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（４）換地等技術向上研修 

管理強化委員会で定められた年間研修計画に基づき、市町村の職員、土地改良区

及び農業委員会等の役職員並びに換地技術者等及び換地委員等に対し、換地事務及

び交換分合に関する研修を実施するものとする。なお、換地事務に関する研修の実

施に当たっては、換地技術者等の活動状況及び換地事務量を把握し、換地事務量等

の長期見通しを作成することにより、効果的な研修の実施に努めるものとする。 

（５）基幹水利施設省エネルギー化技術実践向上研修 

ア 農業水利施設の管理者に対し、省エネルギー化の推進のための現地指導等を行

うものとする。 

イ アの研修を実施しようとする地方連合会は、農村振興局長が別に定めるところ

により都道府県知事の承認を受けるものとする。 

ウ 都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地方農政局長と協

議するものとする。 

なお、協議に当たっては、農業農村整備事業に関する基幹水利施設省エネルギ

ー化技術実践向上研修を行うことにより、施設管理者の省エネルギー化の推進に

必要となる技術力の向上が見込まれることを考慮するものとする。 

 

第７ 特定被災土地改良区復興支援対策 

特定大規模災害等により土地改良区の業務運営に支障が生じ、かつ、農村振興局

長が特に必要と認める場合には、公募団体は、被災した土地改良区（土地改良区連

合を含む。）に対して、農村振興局長が別に定めるところにより、業務書類・機器

等の復旧に要する費用に相当する額を助成するものとする。 

 

第８ 事業実施期間 

本事業の実施期間は、平成28年度から令和７年度までの10年間とする。 

ただし、第３の４の（３）の会計の専門家の配置については、令和元年度から令

和５年度までの５年間に限るものとする。 

 

第９ 助成措置 

１ 都道府県に対する助成措置 

国は、都道府県に対し、都道府県が行う本事業の実施に要する経費並びに都道府

県が市町村、地方連合会及び土地改良区に対し本事業の実施に係る費用につき補助

する場合においては、当該補助に要する経費について、別に定めるところにより、

毎年度予算の範囲内で補助するものとする。 

なお、都道府県が土地改良区及び土地改良区連合に第５の１の統合整備等の実施

に係る費用につき補助する場合は、別記２の取扱要領に基づくものとする。 

２ 公募団体に対する助成措置 

国は、公募団体に対し、公募団体が行う本事業の実施に要する経費について、別

に定めるところにより、毎年度予算の範囲内で補助するものとする。 

 

第10 国及び都道府県による指導等 

国及び都道府県は、本事業の事業主体に対し適正かつ円滑な実施のための指導及

び協力を行うものとする。 

 

第11 報告 

１ 本事業を実施した市町村、地方連合会、土地改良区及び土地改良区連合は、その実

施結果を整理し、実施年度の翌年度の４月30日までに都道府県知事に報告するもの
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とする。 

２ 都道府県知事は、１の報告及び第５の２の統合整備重点指導地区に対する指導の実

施結果を実施年度の翌年度の５月31日までに地方農政局長に報告するものとし、地

方農政局長は、この報告を取りまとめ、同年６月30日までに農村振興局長に提出す

るものとする。 

３ 本事業を実施した公募団体は、その実施結果を整理し、実施年度の翌年度の４月30

日までに農村振興局長に提出するものとする。 

 

第12 委任 

本事業の実施については、この要綱に定めるもののほか、農村振興局長が別に定

めるところによる。 

 

附 則 

１ この通知による廃止前の水土総合強化推進事業実施要綱（平成23年４月１日付け22農

振第2318号農林水産事務次官依命通知。以下「旧要綱」という。）に基づき平成27年度

に実施した事業の実施結果の報告については、なお従前の例による。 

２ 旧要綱第３の２に基づき実施された組織基盤強化計画策定事業及び同第４の３に基づ

き実施された管理組織整備推進事業のうち、平成28年度以降に継続して実施するものに

ついては、なお従前の例による。 

３ 旧要綱第３の３に基づき実施された統合再編整備事業のうち、平成28年度以降に継続

して実施するものについては、この要綱による統合再編整備事業として実施する。 

４ 平成28年度における第３の４の（３）のアの非補助土地改良事業推進計画の策定につ

いては、旧要綱第４の２の（３）のイの（ア）の融資推進計画の策定をもって、これに

代えることができる。 

附 則 

１ この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 土地改良区体制強化事業実施要綱の一部改正について（平成31年３月29日付け30農振

第3004号農林水産事務次官依命通知）による改正前の本要綱により実施した事業につい

ては、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 土地改良区体制強化事業実施要綱の一部改正について（令和２年４月１日付け元農振

第2614号農林水産事務次官依命通知）による改正前の本要綱により実施した事業につい

ては、なお従前の例による。 

附 則 

１ この通知は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の土地改良区体制強化事業実施要綱（平成28年４月１日付け27

農振第2429号農林水産事務次官依命通知）により実施した事業については、なお従前の

例による。 

附 則 

１ この通知は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の土地改良区体制強化事業実施要綱（平成28年４月１日付け27

農振第2429号農林水産事務次官依命通知）により実施した事業については、なお従前の

例による。 

附 則 

１ この通知は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の土地改良区体制強化事業実施要綱（平成28年４月１日付け27
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農振第2429号農林水産事務次官依命通知）により実施した事業については、なお従前の

例による。 
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別記１ （第５の１の（１）のウの（イ）のａの（ａ）の③、ａの（ｂ）の①及びａの

（ｃ）の③関係） 

 

土地改良区の合併後の役員定数削減目標基準 

 

合併後の役員定数については、合併後の面積規模別又は合併土地改良区数別に設けた次

表のいずれか少ない方を目標とする。 

 

合併後の面積規模別による基準 合併土地改良区数別による基準 

面積規模 目標役員定数 合併土地改良区数 目標役員定数 

500ha未満 

 

500～1,000ha 

 

1,000～5,000ha 

 

5,000ha以上 

15人以下 

 

20人以下 

 

25人以下 

 

30人以下 

２地区 

 

３～４地区 

 

５地区以上 

 

 

合併前役員定数の単純計 

×２／３以下 

合併前役員定数の単純計 

×１／２以下 

合併前役員定数の単純計 

×２／５以下 
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別記２（第９の１関係） 

 

都道府県の補助金交付の取扱要領 

 

１ 交付対象経費 

交付対象経費は以下のとおりとする。ただし、土地改良区等職員の人件費並びに土

地改良区等役員に対する報酬及び費用弁償（旅費を除く。）については、対象としない

ものとする。 

（１）協議会開催費 

（２）計画樹立費 

統合整備計画の策定に要する経費 

（３）附帯施設整備費 

ア 水管理等施設整備費 

イ 業務運営合理化施設整備費 

ウ 管理施設情報電子化整備費 

２  国の補助の限度額 

国の補助の限度額は、農村振興局長が別に定めるところによるものとする。 

３ 交付対象土地改良区等 

（１）協議会開催費、計画樹立費、水管理等施設整備費及び管理施設情報電子化整備費 

第５の１の（１）のウの（イ）のｂの（ａ）により承認した地区の関係土地改良

区等とする。 

（２）業務運営合理化施設整備費 

第５の１の（１）のウの（イ）のｂの（ａ）により承認した地区であって、合併

後存続している土地改良区、合併契約を締結した土地改良区（吸収合併にあっては

合併後存続予定の土地改良区、新設合併にあっては合併契約により定められている

交付対象土地改良区）、土地改良区連合の設立契約を締結した土地改良区又は合同

事務所の設置契約を締結した土地改良区とする。 

４ 交付手続等 

（１）都道府県知事は、交付対象土地改良区等から、協議会開催費にあっては協議事項及

びその概要を、計画樹立費にあっては計画樹立事項及びその概要を、水管理等施設

整備費にあっては整備・改修等を行う施設名、所在地、工事内容及び事業費等を、

業務運営合理化施設整備費にあっては整備する機器等の種類、名称、数量、取得予

定時期及び価格等を、管理施設情報電子化整備費にあっては整備する内容及び事業

費等を内容とする附帯施設整備計画を定めた申請書を提出させ補助金を交付するも

のとする。 

（２）都道府県知事は、次に掲げる場合には、業務運営合理化施設整備に要する経費に対

する補助金を交付しないものとする。 

ア  借用、管理の受託等当該施設等の所有権を取得しないで整備する場合又は寄付等

対象土地改良区の経費支出を伴わない方法により整備する場合 

イ 当該施設等の整備が、合併若しくは土地改良区連合の設立の認可又は合同事務

所の設置後、遅滞なく完了する見込みのない場合 

ウ 当該施設等の整備につき他の国庫補助金の交付を受ける場合 

（３）都道府県知事は、次に掲げる場合には、補助金を返還させることがある旨の条件を

付するものとする。 

ア 合併時の土地改良区、設立時（所属土地改良区の数が増加する時を含む。）の

土地改良区連合又は設置時の合同事務所が第５の１の（１）のウの（イ）のａの

実施基準に該当しなかった場合 
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イ 合併の契約後１年以内に合併できなかった場合 

ウ 土地改良区連合の設立の契約後１年以内にその設立ができなかった場合 

エ 合同事務所の設置の契約後１年以内にその設置ができなかった場合 

（４）都道府県知事は、Ⅰ型地区、Ⅱ型地区又はⅢ型地区が補助対象施設等の整備を完了

した場合には、整備した施設等の種類、名称、整備内容及び整備に要した経費等を

記載した報告書を徴して確認するものとする。 


